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定款一部変更に関するお知らせ 
 

 

 当社は、本日開催の取締役会において、2022年６月22日開催予定の当社第161回定時株主総会に、

下記のとおり定款の一部変更について付議することを決議しましたので、お知らせいたします。 

  

1. 定款変更の目的 

① 当社は、2022年２月28日付適時開示「監査等委員会設置会社への移行に関するお知らせ」で

開示いたしましたとおり、2022年６月22日開催予定の当社第161回定時株主総会で承認可決

されることを条件として、監督機能の一層の強化を図るとともに、経営の意思決定をより迅

速化する体制を整えることを目的として、監査等委員会設置会社へ移行することといたした

く、監査等委員会設置会社への移行に必要な、監査等委員である取締役及び監査等委員会に

関する規定の新設、重要な業務執行に関する決定の取締役への権限委任に関する規定の新設

並びに監査役及び監査役会に関する規定の削除等を行うものであります。 

② 「会社法の一部を改正する法律」（令和元年法律第70号）附則第1条ただし書きに規定する 

改正規定が2022年９月１日に施行されますので、株主総会資料の電子提供制度導入に備える

ため、次のとおり当社定款を変更するものであります 。 

1. 変更案第16条第１項は、株主総会参考書類等の内容である情報について、電子提供措置

をとる旨を定めるものであります。 

2. 変更案第16条第２項は、書面交付請求をした株主に交付する書面に記載する事項の範囲

を限定するための規定を設けるものであります。 

3. 株主総会参考書類等のインターネット開示とみなし提供の規定（現行定款第16条）は不

要となるため、これを削除するものであります。 

4. 上記の新設・削除に伴い、効力発生日等に関する附則を設けるものであります。なお、

本附則は期日経過後に削除するものといたします。 

③ 役付取締役を見直すとともに、コーポレートガバナンス体制の強化の観点から経営の透明性 

をより高めるべく相談役及び顧問の制度を廃止するため、株主総会の招集権者及び議長、役

付取締役並びに取締役会の招集権者にかかる規定の変更並びに相談役及び顧問に係る規定の

削除を行うものであります 。 

④ 取締役として有用な人材の招聘を容易にし、その期待される役割を十分発揮できるよう、取

締役会の決議によって法令の定める範囲で責任を免除することができる旨の規定として、変

更案第３２条第１項を新設するものであります。なお、当該新設につきましては、各監査役

の同意を得ております 。 

⑤ その他、上記の変更等に伴う条数及び字句等の修正等、所要の変更を行うものであります。 

 

2. 定款変更の内容 

  変更の内容は別紙のとおりであります。 

 



3. 日程 

  定款変更のための株主総会開催日 2022年６月22日（水） 

  定款変更の効力発生日      2022年６月22日（水）  

 

以上 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別紙                               (下線は変更部分を示します。) 

現行定款 変更案 

第１条 ～ 第１０条 （記載省略） 第１条 ～ 第１０条   （現行どおり） 

（株式取扱規則） 

第１１条 当会社の株式に関する取扱いは、取締役

会の定める株式取扱規則による。 

（株式取扱規程） 

第１１条 当会社の株式に関する取扱いは、取締役

会の定める株式取扱規程による。 

第１２条 ～ 第１３条 （記載省略） 第１２条 ～ 第１３条  （現行どおり） 

（招集権者および議長） 

第１４条 株主総会は、法令に別段の定めある場合

を除き、取締役社長がこれを招集しその議長とな

る。 

②取締役社長に事故あるときは、取締役会の定める

順序により、他の取締役がこれに代る。 

（招集権者および議長） 

第１４条 株主総会は、法令に別段の定めある場合

を除き、社長がこれを招集しその議長となる。 

 

②社長に差支えのあるときは、取締役会の定める順

序により、他の取締役がこれに代る。 

第１５条 （記載省略） 第１５条         （現行どおり） 

（株主総会参考書類等のインターネット開示とみな

し提供） 

第１６条 当会社は、株主総会の招集に際し、株主

総会参考書類、事業報告、計算書類および連結計算

書類に記載または表示をすべき事項に係る情報を、

法務省令に定めるところに従いインターネットを利

用する方法で開示することにより、株主に対して提

供したものとみなすことができる。 

（新設） 

（削除） 

 

 

 

 

 

 

 

（電子提供措置等） 

第１６条 当会社は、株主総会の招集に際し、株主

総会参考書類等の内容である情報について、電子提

供措置をとるものとする。 

②当会社は、電子提供措置をとる事項のうち法務省

令で定めるものの全部または一部について、議決権

の基準日までに書面交付請求した株主に対して交付

する書面に記載しないことができる。 

第１７条 ～ 第１８条 （記載省略） 第１７条 ～ 第１８条  （現行どおり） 

（議事録） 

第１９条 株主総会の議事については議事録をつく

り、これに議事の経過の要領およびその結果ならび

にその他法令に定める事項については、これを記載

または記録する。 

（議事録） 

第１９条 株主総会における議事の経過の要領およ

びその結果ならびにその他法令に定める事項につい

ては、これを議事録に記載または記録する。 

（取締役の数） 

第２０条 当会社の取締役は１４名以内とする。 

 

（新設） 

（取締役の数） 

第２０条 当会社の取締役（監査等委員である取締

役を除く。）は、８名以内とする。 

②当会社の監査等委員である取締役は、５名以内と

する。 

（取締役の選任） 

第２１条 取締役は、株主総会において選任する。 

 

 

②～③  （記載省略） 

 

（新設） 

 

 

（取締役の選任） 

第２１条 取締役は、株主総会において、監査等委

員である取締役とそれ以外の取締役とを区別して選

任する。 

②～③  （現行どおり） 

 

④補欠の監査等委員である取締役の予選の効力は、

選任後２年以内に終了する事業年度のうち最終のも

のに関する定時株主総会の開始の時までとする。 

 

 

 



現行定款 変更案 

（取締役の任期） 

第２２条 取締役の任期は、選任後１年以内に終了

する事業年度のうち最終のものに関する定時株主総

会終結のときまでとする。 

 

（新設） 

 

 

（新設） 

（取締役の任期） 

第２２条 取締役（監査等委員である取締役を除

く。）の任期は、選任後１年以内に終了する事業年

度のうち最終のものに関する定時株主総会終結の時

までとする。 

②監査等委員である取締役の任期は、選任後２年以

内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定

時株主総会の終結の時までとする。 

③任期の満了前に退任した監査等委員である取締役

の補欠として選任された監査等委員である取締役の

任期は、退任した監査等委員である取締役の任期の

満了する時までとする。 

（代表取締役） 

第２３条 取締役会は、取締役の中から代表取締役 

を選定する。 

（代表取締役） 

第２３条 取締役会は、取締役（監査等委員である

取締役を除く。）の中から代表取締役を選定する。 

（役付取締役） 

第２４条 取締役会において、取締役中から取締役

相談役１名、取締役会長１名、取締役社長１名、取

締役副社長１名、専務取締役および常務取締役若干

名を定めることができる。 

（役付取締役） 

第２４条 取締役会において、取締役（監査等委員

である取締役を除く。）の中から会長１名、社長１

名、副社長１名を定めることができる。 

第２５条 ～ 第２６条（記載省略） 第２５条 ～ 第２６条  （現行どおり） 

（新設） 

 
（重要な業務執行の決定の委任） 

第２７条 前条の定めにかかわらず、当会社は、会

社法第３９９条の１３第６項の規定により、取締役

会の決議によって、重要な業務執行（同条第５項各

号に掲げる事項を除く。）の決定の全部または一部

を取締役に委任することができる。 

（取締役会の招集） 

第２７条 取締役会は、法令に別段の定めある場合

を除き、取締役社長がこれを招集する。 

②取締役社長に事故あるときは、取締役会の定める

順序にしたがい、他の取締役がこれにあたる。 

③取締役会の招集通知は、各取締役および各監査役

に対して会日の３日前までに発する。ただし、緊急

の必要あるときは、各取締役および各監査役の同意

を得て、この期間を短縮することができる。 

④取締役が取締役会の決議の目的事項について提案

した場合、当該事項の議決に加わることのできる取

締役全員が書面または電磁的記録により同意の意思

表示をし、監査役が異議を述べないときは、取締役

会の承認決議があったものとみなす。 

（取締役会の招集） 

第２８条 取締役会は、法令に別段の定めある場合

を除き、社長がこれを招集する。 

②社長に差支えのあるときは、取締役会の定める順

序にしたがい、他の取締役がこれにあたる。 

③取締役会の招集通知は、各取締役に対して会日の

３日前までに発する。ただし、緊急の必要あるとき

は、この期間を短縮することができる。 

 

④取締役が取締役会の決議の目的事項について提案

した場合、当該事項の議決に加わることのできる取

締役全員が書面または電磁的記録により同意の意思

表示をしたときは、取締役会の承認決議があったも

のとみなす。 

（取締役会規則） 

第２８条 取締役会に関する事項は、法令および本

定款に定めるもののほか取締役会で定める取締役会

規則による。 

（取締役会規程） 

第２９条 取締役会に関する事項は、法令および本

定款に定めるもののほか取締役会で定める取締役会

規程による。 

 

  



 

現行定款 変更案 

（取締役会の議事録） 

第２９条 取締役会の議事は、その経過の要領およ

び結果ならびにその他法令に定める事項について

は、これを議事録に記載または記録し、出席した取

締役および監査役がこれに記名捺印または電子署名

を行う。 

（取締役会の議事録） 

第３０条 取締役会における議事の経過の要領およ

びその結果ならびにその他法令に定める事項につい

ては、これを議事録に記載または記録し、出席した

取締役がこれに記名捺印または電子署名を行う。 

（相談役および顧問） 

第３０条 取締役会は、相談役および顧問を選任す

ることができる。 

（削除） 

（取締役の報酬等） 

第３１条 取締役の報酬、賞与その他の職務執行の

対価として当会社から受ける財産上の利益（以下

「報酬等」という。）は、株主総会の決議によって

定める。 

（取締役の報酬等） 

第３１条 取締役の報酬、賞与その他の職務執行の

対価として当会社から受ける財産上の利益（以下

「報酬等」という。）は、株主総会の決議によって

監査等委員である取締役とそれ以外の取締役とを区

別して定める。 

（取締役の責任免除） 

第３２条 

（新設） 

 

 

 

当会社は、会社法第４２７条第１項の規定により、

取締役（業務執行取締役等であるものを除く。）と

の間に、任務を怠ったことによる損害賠償責任を限

定する契約を締結することができる。ただし、当該

契約に基づく責任の限度額は、会社法第４２５条第

１項に定める最低責任限度額とする。 

（取締役の責任免除） 

第３２条 当会社は、会社法第４２６条第１項の規

定により、任務を怠ったことによる取締役（取締役

であったものを含む。）の損害賠償責任を、法令の

限度において、取締役会の決議によって免除するこ

とができる。 

②（現行どおり） 

第５章    監査役および監査役会 

（監査役および監査役会の設置） 

第３３条 当会社は、監査役および監査役会を置

く。 

（削除） 

（削除） 

（監査役の数） 

第３４条 当会社の監査役は３名以上とする。 

（削除） 

 

（監査役の選任） 

第３５条 監査役は、株主総会の決議によって選任

する。 

②前項の選任決議は、株主総会において、議決権を

行使することができる株主の議決権の３分の１以上

を有する株主が出席し、その議決権の過半数をもっ

て行う。 

（削除） 

（監査役の任期） 

第３６条 監査役の任期は、選任後４年以内に終了

する事業年度のうち最終のものに関する定時株主総

会終結のときまでとする。 

②補欠として選任された監査役の任期は、前任者の

残任期間とする。 

（削除） 

（常勤監査役） 

第３７条 監査役会は、その決議により常勤の監査

役を選定する。 

（削除） 

 

  



 

現行定款 変更案 

（監査役会の招集） 

第３８条 監査役会の招集通知は、各監査役に対し

て会日の３日前までに通知を発する。ただし、緊急

の必要あるときは、各監査役の同意を得て、この期

間を短縮することができる。 

（削除） 

（監査役会規則） 

第３９条 監査役会に関する事項は、法令および本

定款に定めるもののほか監査役会で定める監査役会

規則による。 

（削除） 

（監査役会の議事録） 

第４０条 監査役会の議事は、その経過の要領およ

び結果ならびにその他法令に定める事項について

は、これを議事録に記載または記録し、出席した監

査役がこれに記名捺印または電子署名を行う。 

（削除） 

（監査役の報酬等） 

第４１条 監査役の報酬等は、株主総会の決議によ

って定める。 

（削除） 

（監査役の責任免除） 

第４２条 当会社は、会社法第４２７条第１項の規

定により、社外監査役との間に、任務を怠ったこと

による損害賠償責任を限定する契約を締結すること

ができる。ただし、当該契約に基づく責任の限度額

は、会社法第４２５条第１項に定める最低責任限度

額とする。 

（削除） 

（新設） 

（新設） 

第５章 監査等委員会 

（監査等委員会の設置） 

第３３条 当会社は、監査等委員会を置く。 

（新設） （監査等委員会の招集） 

第３４条 監査等委員会の招集通知は、各監査等委

員に対して会日の３日前までに発する。ただし、緊

急の必要あるときは、この期間を短縮することがで

きる。 

（新設） （監査等委員会規程） 

第３５条 監査等委員会に関する事項は、法令およ

び本定款に定めるもののほか監査等委員会で定める

監査等委員会規程による。 

（新設） （監査等委員会の議事録） 

第３６条 監査等委員会における議事の経過の要領

およびその結果ならびに その他法令に定める事項

については、これを議事録に記載または記録し、出

席した監査等委員がこれに記名捺印または電子署名

を行う。 

第４３条 ～ 第４４条 （記載省略） 第３７条 ～ 第３８条 （現行どおり） 

（会計監査人の任期） 

第４５条 会計監査人の任期は、選任後１年以内に

終了する事業年度のうち最終のものに関する定時株

主総会の終結のときまでとする。 

②（記載省略） 

（会計監査人の任期） 

第３９条 会計監査人の任期は、選任後１年以内に

終了する事業年度のうち最終のものに関する定時株

主総会の終結の時までとする。 

②（現行どおり） 

 

  



 

現行定款 変更案 

（会計監査人の報酬等） 

第４６条 会計監査人の報酬等は、代表取締役が監

査役会の同意を得て定める。 

（会計監査人の報酬等） 

第４０条 会計監査人の報酬等は、代表取締役が監

査等委員会の同意を得て定める。 

第４７条 ～ 第５０条 （記載省略） 第４１条 ～ 第４４条 （現行どおり） 

（新設） 附則 
（株主総会資料の電子提供措置等に関する経過措
置） 
①定款第１６条の変更は、会社法の一部を改正する
法律（令和元年法律第７０号）附則第１条ただし書
きに定める施行の日である2022年９月１日から効力
を生ずるものとする。 
②前項の定めにかかわらず、2023年２月末日までに
開催する株主総会については、変更前定款第１６条
（株主総会参考書類等のインターネット開示とみな
し提供）はなお効力を有する。 

③本附則は、2023年３月１日または前項の株主総会

の日から３か月を経過した日のいずれか遅い日をも

って、自動的に削除されることとする。 

 

 
 


